
（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他
徴収不能引当金

-
純資産合計 912,937,750

資産合計 負債及び純資産合計 2,536,353,578

317,282,000

-

-

-
2,536,353,578

22,994,824

-

-

317,282,000

116,405,954

-

340,276,824

-

-

-

116,405,954

-

116,405,954

-

-

-

-

-

1,066,414

1,066,414

-

-

1,823,997,954

△1,040,355,671

-

-

-

-

-

-

- 2,513,358,754

- △1,600,421,004

-

- -

- 負債合計 1,623,415,828

-

- -

- 97,499,765

- -

△97,795,212 -

- -

- -

1,629,447,761 -

△610,957,789 340,865,801

272,474,100 243,366,036

1,294,962,103 -

101,793,243 -

- -

2,196,076,754 1,282,550,027

2,078,604,386 1,282,550,027

【様式第１号】

一般会計等貸借対照表
（平成31年３月31日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

556,069

556,069

1,686,848,647

31

-

31

-

-

-

368,115,557

129,175,971

2,914,772

234,816,375

92,435,580

9,788,677

8,095,073

-

1,693,604

151,998,178

129,123,358

21,545,000

-

1,329,820

94,475,730

2,040,150

1,687,404,685

-

【様式第２号】

一般会計等行政コスト計算書
自  平成30年４月 １日
至  平成31年３月31日

科目 金額

1,208,439

1,781,880,415

1,629,882,237

1,251,978,003

1,154,040,488

97,499,765

-

437,750



(単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 2,356,752,145 △1,717,844,704

純行政コスト（△） △1,686,848,647

財源 1,737,938,450

税収等 1,737,938,450

国県等補助金 -

本年度差額 51,089,803

固定資産等の変動（内部変動） △66,333,897 66,333,897

有形固定資産等の増加 84,035,961 △84,035,961

有形固定資産等の減少 △234,816,407 234,816,407

貸付金・基金等の増加 84,446,549 △84,446,549

貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 -

無償所管換等 222,940,506

その他 - -

本年度純資産変動額 156,606,609 117,423,700

本年度末純資産残高 2,513,358,754 △1,600,421,004

222,940,506

-

274,030,309

912,937,750

-

51,089,803

【様式第３号】

一般会計等純資産変動計算書
自　　平成30年４月 １日
至　　平成31年３月31日

科目 合計

638,907,441

△1,686,848,647

1,737,938,450

1,737,938,450

-



（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高 22,994,824

-
-
-

前年度末資金残高 36,314,262
本年度末資金残高 22,994,824

212,066,914
-

75,300,000
75,300,000

-

本年度資金収支額 △13,319,438
△136,766,914

212,066,914

19,100,000
-
-
-

556,070
-
-
-

556,070
-

△102,579,891

84,035,961

1,767,067,631
1,737,938,450

-
2,040,150

27,089,031
-
-
-
-

103,135,961

226,027,367

1,329,820

1,541,040,264
1,389,042,086
1,245,954,227

134,992,786
8,095,073

-
151,998,178
129,123,358
21,545,000

-

【様式第４号】

一般会計等資金収支計算書
自　　平成30年４月 １日
至　　平成31年３月31日

科目 金額



①有形固定資産の明細 （単位：円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
1,782,332,643 221,382,461 - 2,003,715,104 708,753,001 62,473,401 1,294,962,103

101,793,243 - - 101,793,243 - - 101,793,243

- - - - - - -

1,625,407,400 4,040,361 - 1,629,447,761 610,957,789 39,463,795 1,018,489,972

55,132,000 217,342,100 - 272,474,100 97,795,212 23,009,606 174,678,888

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

1,340,125,200 822,248,624 338,375,870 1,823,997,954 1,040,355,671 171,987,503 783,642,283

3,122,457,843 1,043,631,085 338,375,870 3,827,713,058 1,749,108,672 234,460,904 2,078,604,386

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円）

- - - - - 1,294,962,103 - 1,294,962,103

- - - - - 101,793,243 - 101,793,243

- - - - - - - -

- - - - - 1,018,489,972 - 1,018,489,972

- - - - - 174,678,888 - 174,678,888

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - 783,642,283 - 783,642,283

- - - - - 2,078,604,386 - 2,078,604,386

　　浮標等

　　航空機

　　建設仮勘定

 物品

合計

　　建設仮勘定

 インフラ資産

　　土地

　　建物

　　工作物

　　その他

　　その他

総務 合計

 事業用資産

　　土地

環境衛生 産業振興区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 消防

　　建物

　　工作物

　　船舶

合計

　　浮標等

　　航空機

　　その他

　　建設仮勘定

 インフラ資産

　　土地

　　建物

　　工作物

　　その他

　　建設仮勘定

 物品

　　立木竹

　　船舶

【様式第５号】

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

区分

 事業用資産

　  土地

　　立木竹

　　建物

　　工作物



③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの （単位：円）

銘柄名 株数・口数など
（A）

時価単価
（B）

貸借対照表計上額
（A）×（B)

（C)
取得単価

（D)

取得原価
（A）×（D)

（E)

評価差額
（C）－（E)

（F)

（参考）財産に関する
調書記載額

合計

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （単位：円）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)

投資損失引当金
計上額

（H)

（参考）財産に関する
調書記載額

合計

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：円）

相手先名 出資金額
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)
強制評価減

（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関す
る

調書記載額

合計



④基金の明細 （単位：円）

退職手当目的基金 116,405,954 - - - 116,405,954

財政調整基金 317,282,000 - - - 317,282,000

合計 433,687,954 - - - 433,687,954 -

(参考)財産に関する
調書記載額

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上
額)



⑤貸付金の明細 （単位：円）

貸借対照表計上
額

徴収不能引当金
計上額

貸借対照表計上
額

徴収不能引当金
計上額

地方公営事業

一部事務組合・広域連合

地方独立行政法人

地方三公社

第三セクター等

その他の貸付金

合計

相手先名または種別
長期貸付金 短期貸付金

（参考）
貸付金計



⑥長期延滞債権の明細 （単位：円） ⑦未収金の明細 （単位：円）

 相手先名または種別  貸借対照表計上額
 徴収不能引当金計上

額
 相手先名または種別  貸借対照表計上額

 徴収不能引当金計上
額

【貸付金】 【貸付金】

第三セクター等 第三セクター等

その他の貸付金 その他の貸付金

小計 小計

【未収金】 【未収金】

税等未収金 税等未収金

　町民税

その他の未収金 その他の未収金

　分担金及び負担金

小計 小計

合計 合計



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】 1,525,916,063 243,366,036 - 193,344,063 336,672,000 834,126,000 - - - 161,774,000

　　一般公共事業 - - - - - - - - - -

　　公営住宅建設 - - - - - - - - - -

　　災害復旧 - - - - - - - - - -

　　教育・福祉施設 85,140,000 24,080,000 - - - 1,282,000 - - - 83,858,000

　　一般単独事業 1,440,020,070 219,098,169 - 192,588,070 336,672,000 832,844,000 - - - 77,916,000

　　その他 755,993 187,867 - 755,993 - - - - - -

【特別分】 - - - - - - - - - -

　　臨時財政対策債 - - - - - - - - - -

　　減税補てん債 - - - - - - - - - -

　　退職手当債 - - - - - - - - - -

　　その他 - - - - - - - - - -

合計 1,525,916,063 243,366,036 - 193,344,063 336,672,000 834,126,000 - - - 161,774,000

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体
金融機構

市中銀行
その他の
金融機関



②地方債（利率別）の明細 （単位：円）

1,525,916,063 1,525,916,063 - - - - - - 0.47%

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：円）

1,525,916,063 243,366,036 245,148,123 236,616,741 226,163,537 158,067,579 371,653,230 44,900,817 - -

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：円）

- 

20年超

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下
2.0％超

2.5％以下
2.5％超

3.0％以下

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内

3.0％超
3.5％以下

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）

加重平均
利率

４年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内



⑤引当金の明細 （単位：円）

目的使用 その他

賞与等引当金 91,475,989 97,499,765 91,475,989 - 97,499,765

合計 91,475,989 97,499,765 91,475,989 - 97,499,765

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細 （単位：円）

区分 名称 相手先 金額 支出目的

該当なし -

計 -

退職手当組合負担金 94,883,335

派遣職員給与負担金 25,374,843

その他 8,865,180

計 129,123,358

合計 129,123,358

他団体への公共施設等整備補助
金等
(所有外資産分)

その他の補助金等



（１）財源の明細 （単位：円）

会計 区分 財源の内容 金額

地方税 -

地方交付税 -

地方譲与税 -

構成団体分担金 1,737,938,450

1,737,938,450

国庫支出金 -

県支出金 -

計 -

国庫支出金 -

県支出金 -

計 -

-

1,737,938,450

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 1,686,848,647 - - 1,511,911,083 174,937,564

有形固定資産等の増加 84,035,961 - 75,300,000 8,735,961 -

貸付金・基金等の増加 84,446,549 - - 84,446,549 -

その他 - - - - -

合計 1,855,331,157 - 75,300,000 1,605,093,593 174,937,564

（２）財源情報の明細 （単位：円）

区分 金額

内訳



（１）資金の明細 （単位：円）

種類 本年度末残高

現金 -

要求払預金 22,994,824

短期投資 -

合計 22,994,824

４．資金収支計算書の内容に関する明細



1 
 

【注記事項】 

 

1 重要な会計方針 

 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア 昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達原価 

  イ 昭和60年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価        

 取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

 ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

     建物   31年～50年 

     工作物  36年～60年 

     物品   ２年～15年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）  

 

 ⑶ 引当金の計上基準及び算定方法 

①  退職手当引当金 

退職手当債務から兵庫県退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退

職手当として支給された額の総額を控除した額に、同組合における積立金額の運用益のうち当組

合へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。なお、兵庫県退職手当組合積立額

が退職手当債務を上回る場合は、投資その他の資産の基金（その他）に計上しています。 

② 賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑷ 資金収支計算書における資金の範囲 

  現金（手許現金及び要求払預金） 

なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます 



2 
 

⑸ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50万円以上の場合に資産として計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

2 追加情報 

 

⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

  一般会計 

② 地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

③ 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

  

⑵ 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

※ 固定資産の過年度の修正をしたため、無償所管換等に計上しています 

 

⑶ 資金収支計算書に係る事項 

① 既存の決算情報との関連性                       

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 1,879 百万円 1,856 百万円 

差額 36 百万円 － 百万円 

資金収支計算書 1,843 百万円 1,856 百万円 

収入（歳入）の差額は、地方自治法第233条第１項に基づく歳入歳出決算書では「繰越金」が含

まれるのに対し、資金収支計算書では含まれないことによるものです。 

 

③  資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

   資金収支計算書の業務活動収支           226 百万円 

減価償却費                  △ 235 百万円 

賞与等引当金繰入額（増減額）         △ 6 百万円 

退職手当引当金の積立超過（増減額）        65 百万円 

無償所管換等     223 百万円 

     資産除売却損                   0 百万円 
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    資産売却益                   1 百万円 

   純資産変動計算書の本年度差額            274 百万円 


